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<おわりに>

くはじめ |こ >

全国各地の地域スポーツの現場において、「総

合型地域スポーツクラブ」ブームといえる社会

現象がおきている。これは、文科省の「スポー

ツ振興基本計画 (2000年 9月 )」 注1)でヽ到達目

標 として全国の市町村に総合型地域スポーツク

ラブ (以下、総合型クラブと略する)1つ を立
ち上げることを明記したことがその要因のひと

つと考えられる。それに伴い福岡県では「福岡

桑 野 裕 文

県スポーツ振興基本計画 (2003年 10月 )」 注2)を

策定し、総合型クラブの設立を支援している。

結果、総合型クラブの育成は文科省や地方公共

や日本体育協会の補助事業 注3)と して進めら

れ、各地に総合型クラブが設立されている。し

かしこの総合型クラブ設立は、設立の経緯、設

立目的、設立形態、設立場所等様々であり、総

合型クラブの単一モデルの紹介は難しいと思わ

れる。そこで今回は、第 1章で総合型クラブの

タイプ、各県や各団体の取 り組み方、モデル事

例について紹介し、次の第 2章で地元太宰府の

次
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「太宰府 よか倶楽部」の設立 までの経緯・活動

状況を紹介 し今後の課題等について考察する。

第 1章

1.総合型クラプのタイプ

総合型クラブの設立経過 (形態)に着目する

と次のタイプに分類できる。

①自発的組織型 (新たな組織として設立)

。自治会やコミュニティ協議会、まちづくり

協議会、などを中心に設立

②行政補助型 (行政及び広域スポーツセンター

事業からスター ト)

・文科省の補助金をうけたモデル事業

・各地方団体の補助金をうけたモデル事業

③民間団体補助型 (既存のスポーツ団体の組織

や団体の再構築 )

。日本体育協会育成事業

。日本レクリエーション協会育成事業

④学校開放型 (学校開放等組織が中心となって

設立 )

2.各県の取 り組み方

(1)埼玉県  「ふあいぶるクラブ」

埼玉県では1999年 に策定された「彩の国ス

ポーツプラン2010」 に則 リスポーツ振興を進

めている。この計画の基本理念を、スポーツ

ヘのかかわり方を「する」「みる」「きわめる」

「まなぶ」「ささえる」としている。さらに広

域スポーツセンターの呼称を 5つのキーワー

ド(英読ファイブル)の語尾をもじった「ふあ

いぶる」 とし、その「ふあいぶる」が育成・

支援す る県内の総合型 スポーツクラブを

「ふぁいぶるクラブ」と呼ぶことにしている。

「ふぁいぶる」では「全国的な総合型スポー

ツクラブは、多種日、多世代 といつた形にと

らわれすぎている。 1種目 1世代から地域ス

ポーツクラプは始めることができる」として

いる。具体例 として、「少年団を中心に、幼・

小 。中 。高・親などのカテゴリーの充実をは

かる」「野球チームがあらたにサッカーチーム

をつくる」「学校施設利用団体が、1つのクラ

ブになる」を示している。

9)兵庫県「スポーツクラブ21ひ ょうご」

兵庫県は、全国の都道府県の中で総合型ク

ラブの育成に最も力を注いでいる県といわれ

ている。兵庫県には、総合型クラブの設立を

支援する政策として「スポーツクラブ21ひ ょ

うご」がある。この「スポーツクラブ21ひ ょ

うご」の目的は「地域社会の教育力を活用し、

小学校区を基本 とするそれぞれの地域で、全

ての県民が主体かつ継続的にスポーツを中心

とした地域の活動に参加できる環境を整え、

そうした活動を通じて親子のふれあいや地域

の人々との交流を促進するとともに、青少年

にルールやマナーの涵養を図り、心身の健全

な青少年を育成すること」とされている。そ

の効果として「①コミュニティの形成 ②子

どもたちの教育の場 ③完全学校 5日 制への

対応 ④ライフステージに応じたスポーッ活

動と健康保持増進 ⑤2006年兵庫国体への県

民総参加の母体が期待されている。この「ス

ポーツクラブ21ひ ょうご」政策は、法人県民

税の超過課税108億円を財源としたCSR(文

化・スポーツ・レクリエーション)事業注4)

の一環であり、事業は平成12年度 (2000年 )

から始まり平成17年度 (2005年)に完成年度

を迎える。県内の全834校区すべてに、1校区

あたり1300万円の補助金 (ク ラブハウス整備
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費800万 円、クラブ運営費 として100万円を 5

年間)を補助 し、総合型クラプの設立を支援

している。

13)福岡県「福岡県スポーツ振興計画」

福岡県では、「県民のいきいきとしたスポー

ツライフの倉U造」を目指して2003年 10月 に「福

岡県スポーツ振興計画」を策定している。こ

の計画は福岡県のスポーツ進行を図るための

基本的な計画でありかつ指針となるもので、

平成16年 (2004年)度から25年 (2013年)度

の10年間程度を計画期間としている。振興計

画の中は、地域におけるスポーツ、競技スポー

ツ、学校体育における体育・ スポーツにおい

てそれぞれ到達目標が示されている。総合型

スポーツクラブについては、地域スポーツの

中で現状を「多様化するスポーツニーズ、ス

ポーツ活動を支える指導者やポランティアの

活用を求められる」としつつ、「平成25年度ま

でに県下全市区町村に 1ク ラブ設立」と明記

されている。福岡県では、総合型クラプをこ

れまでスポーツをやりたかったけれどやれな

かった皆さんが「このクラブなら自分も入れ

る」といった気軽さや垣根の低さを持ったク

ラブであり、種目の多様性 (限定された種目

だけではなく、いろいろなプログラムが用意

されている)、 年齢の多様性 (子 どもから高齢

者まで幅広い年齢層の人が一緒に楽しめる)、

レベルの多様性 (いつでもそこに教えてくれ

る指導者がいて様々なレベルの人が一緒に楽

しめる)、 といった特徴をもっているクラブと

している。期待される効果として、青少年健

全育成に向けた地域の教育力向上、健康では

つらつとした高齢者の増加、豊かな地域 コ

ミュニティの醸成 としている。また、県立ス

ポーツセンター科学情報センターを基幹施設

総合型地域スポーツクラプの設立経緯 (桑野裕文)

として県内 6ケ所に広域スポーツセンター注5)

を設置し、各市町村における総合型スポーツ

クラブの設立・育成を支援している。

3。 働日本体育協会の取り組み

(1)生涯スポーツ推進部・ クラブ育成課の新設

2004年 4月 に日本体育協会内に新設 され

る。これは、文科省より「総合型地域スポー

ツ育成推進事業」の委嘱を受けて、新設され

た課である。5月 には全国に243ク ラブを指定

しクラブ育成を総合的に支援 している。ス

ポーツ振興基本計画に掲げられた「全国の各

市町村に少なくとも 1つ の総合型クラブを育

成する」という目標があるが、現在は580市町

村に1400ク ラブ設立にとどまりその現状を打

破し、少しでも育成のスピー ドを加速する役

割が期待されている。支援の方策には従来の

「多種日、多世代、多志向」から、地域に応

じた「単一種目多世代、多種目の単世代」ま

で柔軟に取 り組んでいる。

(2)ス ポーツ少年団の取 り組み

文科省が「スポーッ振興基本計画」を明ら

かにする一方で、0日本体育協会は「21世紀

の国民振興方策」 (平成13年 1月 )を打ち出し

国民スポーツ振興方策の現状 と課題 を示 し

た。そのなかで、これからのスポーツ少年団

の育成に関してその方向性を「スポーツ少年

団を総合型地域スポーツクラブのジュニア部

門として位置づけ、総合型地域スポーツクラ

ブとスポーツ少年団の共生を図っていかなけ

ればならない」としている。

4.総合型クラプのモデル事例

(1)総合型クラブの草分け「垂水団地スポーツ協

会」。「向陽スポーツクラブ」
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。「垂水団地スポーツ協会」 (通称、団スポ)

兵庫県神戸市垂水団地内に1969年設立。場

所がなく手軽にスポーツができない団地化

が進む中、スポーツの場の確保や機会を作

ろうという住民の気運が高まり、6団地350

人の住民自主運営の団スポが発足する。そ

の後、市・県との協力で学校施設や講演の

利用が可育ととな り、1995年 には 8ク ラブ

1761名 になる。

。「向陽スポーツクラブ」東京都杉並区の向

陽中に1976年設立。プール開放組織「KSC」

として発足。子どもの遊び場が不足する都

市環境の中、学校開放の気運が高まり、当

時の校長の呼びかけもあ りPTA組織で

プール開放組織「KSC」 として発足する。

その後、1980年 には文化 的活動 を含 む

「KSCC」 に発展し、1995年 には15種日会員

1057名 になる。

(2)「スポーツ・健康推進地域モデル事業」から

スター ト「おおたスポーツ学校」

群馬県太田市に2000年 6月 に設立。文科省

の「スポーツ・健康推進地域モデル事業」の

委嘱を1999年 5月 に受け、ジュニアスポーツ

の育成支援の一環として、少子化に伴う部活

動諸問題への支援と週 5日制を踏まえスポー

ツを通じた子ども達の活動環境の提案を目的

として、翌年「おおたスポーツ学校」として

発足。スポーツ関係団体・地域 。学校 。子ど

も関係団体などの代表者で構成する「子 ども

遊悠運営委員会」と各部 (5つ )を運営する

コーチの代表者で構成する「代表者会議」に

より事業を遂行 している。主な事業は通年14

活動種目と、ジュニアスポーツの育成支援を

目的とした強化事業や大会、健康づくり講座

等。

0)全国初のNPO法 人取得の「加古川総合ス

ポーツクラブ」

兵庫県加古川市に1999年 10月 、 5ク ラブ、

会員732人の総合型クラブとして設立。その

後、2000年 7月 に「NPO法人化準備委員会」

を発足させ、2001年 5月 に「NPO法 人認証」。

その間1999年から3年間文科省の補助を受け

る。2004年 、22ク ラブ、小学生対象活動15種

目、一般対象活動種目2502人 に成長する。

1  第 2章

1。 「太宰府よか倶楽部」とは

「いつでも、誰でも、気軽に、スポーツと余

暇を楽しめるクラブ」として、福岡県福岡地区

の広域スポーツセンターの支援をうけて、県下

10番 目の総合型クラブとして太宰府に設立。

2002年 6月 に設立準備委員会を立ち上げ、2004

年 3月 に設立、自主運営を始める。

2.設立までの経緯

(1)設立準備期間

2002年 6月 27日  <第 1回設立準備委員会 >
。会長、副会長 (1名 )、
委員 (7名 )|            
・事務局 (太宰府市

スポーツ振興係 )

2002年 H月～  <市 民意識調査 >
。11月 1日～11月 15日

・対象 小 。中 。高 。大 。
一般 2000人

2003年 2月～  <先 進地視察 >
。14日 。15日 視察

・熊本県宇土市
「うとスポーツクラブ」

|            。参加者会長以下11名

2003年 2月 22日  <イ ベント開催 >
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・ スポーツと遊びの祭典

(参加者約200名 )

2003年 3月 5日  <第 10回設立準備委員会 >
0)発足、体験 。試行期間

2003年 4月 9日  <第 1回設立実行委員会 >
2003年10月 5日  <太 宰府よか倶楽部

発足会>
・スタッフ47名、

会員179名、活動種目16種目

2003年10月 1日  <第 9回設立実行委員会 >
2003年 10月 29日  <運営委員会兼実行委員会>
13)設立 。自主運営

2004年 3月 14日  <太 宰府よか倶楽部
16年度 総会 >

・総務部委員会、指導部会、

企画部委員会
。会員162名 、

会費収入582000円 、

活動種目14種 目 (10会場 )

2004年 3月 24日  <第 1回理事会 >
2004年 11月 5日  <第 6回理事会 >

3。 「太宰府よか倶楽部」の推移

(1)会員数の推移 (10月 1日現在)  (人 数 )

0)収出 (7月 30日現在)

総合型地域スポーツクラブの設立経緯 (桑野裕文)

4.特色

(1)会員に制限を設けない

(2)新 しい層の開拓 (既存の団体に属していない

人々の発掘 )

13)学生の参加

・学生主体の活動種目開設 (指導者、スタッ

フすべて学生 )

・専属事務職員に大学新卒業生 (本学)を採

用

5。 発足よりこれまでの改善点

(1)会費 (年間一括納入制)に月割 り制を導入す

る

。これまで大人の場合年会費6000円 の一括納

入 。振込み制であったものを、年中途入会

者の場合は500円 ×入会以降の残 り月数 と

する。

(2)指導者の会費制 (指導者も会員とし会費を納

入する)を一部変更
。開設時には「活動種目の指導者及びスタッ

フは会員であり、会費を納入する制度で

あったが、活動種目等に 1名の会費納入指

導者がいれば活動可能」に変更する。

(3)参加料 (有料制)の一部導入
。よか倶楽部会員 (会費の納入者)は、全て

の活動に自由に無料で参加できるシステム

であるが、「よか倶楽部体験入会者等」には

会費ではなく保険実費程度の参加料を納入

してもらい参加を認める。

に)組織の一部改編

・企画部委員会より広報部委員会を独立させ

4部委員会制 (総務 。指導者・企画・広報 )

にする。

(円 )

体験期間 4月 12日 6月 30日 7月 30日 10月 1日

一般会員

子ども会員

家族会員

(家族数) (22)

総会員数

収  入 収  出

入会金 164000 スポーツ保険 304190

年会費 事務員給与 578557

入会金のみ 11000 通信費 9360

市助成金 1328000 事務用品

県補助金 備品

委託業務収入 部会備品 12726

事業収入 3150 消耗品 28823

総収入 3440150 総収出 995834

※給与 (9月 ～ 3月 )支払い予定
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6。 今後の課題

(1)中期の収支シミュレーション作成

①収入の全てを使い切るのではなく、補助金

終了時の運営に備えて基金として残す。

②保険の見直し (保険額の減額)

スポーツ障害保険は個人 (会員)と保険

会社の契約ではなく団体 (ク ラブ)と保険

会社との契約する。

③「スポーツ振興 くじ」注6)の助成に頼らな

い新たな財源の確保

④会費の口座引き落とし

り)事業計画

年間事業計画 (本年度は初年度のため年間

を通した事業計画が確定していない)、 中期

(5年間程度)の事業計画の作成。

(3)日 常活動 。種目別活動、イベント事業開催

①事前申し込みの種目別大会のほかに初心者

やファミリー対象とした予約なしの「当日

参加型プログラム」の実施

②「単独フェスティバル・イベント」のほか

に「複合イベント」の開催

③太宰府の地域性を生かしたイベントの開催

(例 史跡ウォークめぐり)

④活動記録手帳の活用

⑤一般コースと技術向上コースの併用

⑥太宰府余暇クラブ内を対象とした大会の開

催

⑦文化的活動種日、文化的イベントの導入

③通年活動種目と同時にシーズン活動種目の

開講

に)組織

当面組織の枠組みの見直しで必要なく、現

在は新しい人材の発掘に努める。特に学生の

多い地域の特性を生かし、学生層をスタッ

フ・指導者 。会員に取り込む。

(5)会員の恩恵 (会員ポイントシステム)

・スポーツ用品などを購入するとき数%割引

・ポイントがたまれば、スポーツ用品と交換

できる

。会員であれは市内民間フィットネスクラブ

割引

(6)指定管理者制度の活用

法改正で公共施設に指定管理者制度 注7)

が導入されることになる。指定管理者となり、

体育館等の管理運営を行うことにより委託金

収入が可能となる。

くおわりに>

スポーツクラブ特に競技スポーツクラブに

は、上に監督・ コーチがいて、その下に選手が

いるといつた体質が存在する。監督・ コーチは

専門知識と優れた指導能力があればよいと考え

る風潮である。しかし、地域スポーツクラブで

は、アスリー トを目指してスポーツしている人

は一部であり、映画、旅行、ショッピングといっ

た選択肢のなかにスポーツを選択 した人が多

く、クラブとしては参加者に満足してもらうと

いう視点が大切である。また、自主運営 (自分

達が楽しむスポーツは自分達が運営する)であ

る以上ボランティアに頼るのではなく、受益者

負担 (ク ラブが自分に何をしてくれるのかでは

なく、自分がクラブに対して何ができるか会費

等)、 対価への理解・義務が生じてくる。従来の

考え方からパラダイムシフト(転換)し、ヒト・

モノ・カネという経営資源をうまく活用した仕

組み「組織を維持し得る資金を確保する仕組み

づくり」が重要である。この点において本学ヘ

の期待感は大きいものがある。
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大学の地域貢献活動は、大学審議会答申 (2000

年10月 26日 )において、大学の役割 として「教

育・研究にカロえて社会貢献」が示されよリクロー

ズアップされている。大学の社会貢献 (地域貢

献活動)への取 り組みとして体育・ スポーツ・

健康の分野においては、「総合型地域スポーツク

ラブ」の育成・定着を支援することが上げられ、

すでに、「所沢市西地区総合型地域スポーツクラ

ブ (早稲田大学 )」 (2000年 2月設立 )、 「福島大

学スポーツユニォン」 (2001年 7月 )等で活動し

ている。現在本学の太宰府キャンパスでは、「太

宰府よか倶楽部」への人的支援を、小郡キャン

パスでは、「総合型地域スポーツクラプを目指し

た教室『21世紀のあたらしいスポーッ教室』へ

の物的支援を行っている。総合型クラプの育

成。支援には「合意形成 (啓発 )、 設立、自主運

営」の 3つのステップがぁる。「総合型クラブ 太

宰府よか倶楽部」については太宰府市のバック

アップもあり自主運営 として船出したが、小郡

における総合型クラブについては合意形成 (啓

発 )・の段階と思われる。今後、小郡市周辺のス

ポーツの現状分析を行い、まずは将来ビジョン

の必要性を訴えたい。

注 1)ス ポーツ振興基本計画

文部省 (現文科省)が作成 したわが国初の

スポーツ振興マスタープラン。スポーツ行政

の主要な課題 として次のものを掲げている。

政策目標 とともに到達 (数値)目標が示され

ている。

(1)生涯スポーツの実現に向けた、地域におけ

るスポーツ環境の整備充実方策

<到達目標 >
。2010年 までに、全国の各市区町村におい

てすくなくとも 1つは総合型地域スポー

総合型地域スポーツクラプの設立経緯 (桑野裕文)

ツクラブを育成する。

・ 2010年 までに、各都道府県においてすく

なくとも 1つ は広域スポーツセンター育

成する。

(2)わ が国の国際競技力の総合的な向上方策

0)生涯スポーツ及び競技スポーツと学校体

育・ スポーツとの連携を推進するための方

策

注 2)福岡県スポーツ振興基本計画

福岡県教育委員会が、福岡県スポーツ振興

審議会「21世紀に向けたスポーツ振興方策に

ついての提言 (2000年 3月 )」 や「運動部活動

の振興方策 (2001年 5月 )」 などの提言を踏ま

えて、「いきいきとしたスポーツライフの創

造」を基本理念に策定する。政策目標 ととも

に到達 (数値)目標が示されている。

(1)地域におけるスポーツ (気軽にスポーツに

親じむことができるスポーツ環境の整備 。

充実

<到達目標 >

・福岡県における成人のスポーツ実施 (週

1回以上)率の向上

平成14年度 41.1%

→ 平成25年度 50.0%
。県下全市町村での総合型地域スポーツク

ラブ設立

平成14年度  9ク ラブ
→ 平成15年度 全市町村に 1ク ラブ

(2)競技スポーツ (ス ポーツによる自己実現の

支援 と県民を元気づけるトップアスリー ト

の養成 )

13)学校における体育・スポーツ (自 ら運動ス

ポーツに関わる心豊かなたくましい子ども

を育成する学校体育・ スポーツの充実 )
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注 3)補助事業

文科省の総合型クラブの育成補助事業は、

1995年 に始まり、福島県 。岐阜県・香川県・

山口市・神戸市などの地方自治体へ広がる。

注 4)兵庫県 CRS事業

CSR事業は、埼玉県内 1万人以上の従業員

を持つ事業所から、法人県民税の超過課税

(0.8%)を行い、文化・スポーツ・レクリエー

ション事業に充てる目的税。

注 5)広域スポーツセンター

「スポーツ振興基本計画」のなかの政策目

標達成のための到達目標のひとつで「平成22

年 (2010年 )ま でに、各都道府県において少

なくとも 1つ は広域スポーツセンターを育成

する」と明記され、総合型クラブを後方から

支援するための広域的なスポーツセンターと

して位置付けられている。主な機能とて、①

総合型クラブ創設・育成に関する支援 ②ク
ラプを設立する育成アドバイザーの派遣 ③
広域市町村圏におけるスポーツ情報の整備・

提供 ④広域市町村圏におけるスポーツ交流
大会の開催である。福岡県内設置の 6ケ所。

福岡地区、北九州地区、筑豊地区、北筑後地

区、南筑後地区、京築地区。

注 6)「スポーツ振興 くじ」助成の対象となる

事業

総合型地域スポーツクラブ活動助成

・総合型地域スポーツクラブ創設支援事業

・総合型地域スポーツクラブ活動支援事業

・総合型地域スポーツクラブ活動事業

・広域スポーツセンター指導者派遣等事業

・地域スポーツクラブ活動支援事業

注 7)指定管理者制度

2003年 9月 に始まる。これまで自治体が設

置した公共施設の管理は、地方自治法によっ

て、直営か自治体が 2分の 1以上出資した法

人に限定されていた。法改正により、民間企

業、NPO法人、住民の組織 (地域スポーツク

ラブなど)、大学でも議会の承認を経て指定管

理者に決まれば管理代行をおこなうことがで

きるようになる。
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